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  追加額 １兆６,３７１億円 

（うち労働保険特別会計 ９,１０１億円） 

第１ 感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発            
６,６９５億円 

（１）病床の確保、医療機器導入の支援など医療提供体制の整備 

○ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（仮称）の創設                                  
１，４９０億円 

○ 人工呼吸器の確保                   ２６５億円 

○ 重症者増加に備えた人材確保等              ４．３億円 

○ 国立病院機構・地域医療機能推進機構における医療提供体制の整備   
６５億円 

○ 感染拡大防止のための歯科医療提供体制の整備      ０．５億円 

○ 新型コロナウイルス感染症患者等への支援       １８８億円 

○ 情報収集・分析体制の整備                １７億円 

（２）治療薬・ワクチンの研究開発 

○ ワクチン・治療法の開発促進等              ２７５億円 

○ 国際連携の強化                   １６１億円 

（３）マスク、消毒用エタノール等の確保など感染拡大防止策 

○ マスク、消毒用エタノール等の物資の確保       １,８３８億円 

○ 福祉施設における感染症拡大防止策          ２７２億円 

○ 小学校等の臨時休業等に伴う保護者の休暇取得支援    １,６７３億円 

○ 特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援等         
１２３億円 

（４）水際対策の強化、検査体制の確保等 

○ 検疫所における検疫・検査体制の強化              ４２億円 

○ 検査体制の確保                       ４９億円 

○ クラスター発生地域への専門家派遣               ４．３億円 

令和２年度 厚生労働省補正予算（案）の概要 
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（５）情報発信機能の強化と福祉サービスの確保 

○ 外国人患者等への対応強化               ７．３億円 

○ 新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口等の設置、広報の充実    
３５億円 

○ 福祉サービス提供体制の確保      １５７億円 

 

第２ 雇用の維持と事業の継続             ９,６２７億円 

（１）雇用の維持、就職支援等 

○ 雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大       ８,３３０億円 

○ 内定取消者への就職支援、求職者支援訓練の拡充等   １５６億円 

○ 外国人労働者に係る相談支援体制等の強化        ３．７億円 

○ 特別休暇制度の導入支援           ３．２億円 

○ 感染防止対策等による高年齢労働者の職場環境整備        ５．０億円 

（２）生活の支援 

○ 国民健康保険料、介護保険料等の減免を行った市町村等に対する財政  
支援                          ３６５億円 

○ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付の実施         ３５９億円 

○ 住居を失うおそれのある生活困窮者等への支援の拡充    ２７億円 

○ 未払賃金立替払の迅速・確実な実施             ２７億円 

○ 生活支援、包括的支援等に関する相談体制の強化      １８億円 

（３）事業の継続支援 

○ 生活衛生関係営業者への資金繰り支援の拡充等     ２９４億円 

○ 医療・福祉事業者への資金繰り支援の拡充         ４１億円            

 

第３ 強靱な経済構造の構築                   ５４億円 

○ 医薬品安定確保のための原薬等設備整備の支援    ３０億円 

○ 中小企業等におけるテレワーク導入支援       １０億円 

○ 介護支援専門員研修等オンライン化等事業       ４．６億円 

○ 通いの場の活動自粛下における介護予防のための広報・ICT化支援       
４．０億円 

○ 障害福祉分野におけるICT・ロボット等導入支援  ５．１億円                                     
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（１）病床の確保、医療機器導入の支援など医療提供体制の整備 

○ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（仮称）の創設 １,４９０億円 

新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要となる医療提供体制の整備等に

ついて、都道府県の取組を包括的に支援するための新たな交付金を創設し、受入病床の確

保、応援医師等の派遣、軽症者の療養体制の確保など、以下の事業を都道府県が地域の実

情に応じて柔軟かつ機動的に実施できるようにする。 

 入院患者を受け入れる病床の確保、消毒等の支援 

 入院医療機関における人工呼吸器、体外式膜型人工肺（ECMO）、個人防護具、簡易

陰圧装置、簡易病室等の設備整備 

 重症患者に対応できる医師、看護師等の入院医療機関への派遣 

 DMAT・DPAT等の医療チームの派遣 

 医師が感染した場合の代替医師の確保 

 帰国者・接触者外来等におけるHEPAフィルター付き空気清浄機、HEPAフィルター付

きパーテーション、個人防護具、簡易診療室等の設備整備 

 新型コロナウイルス感染症対応に伴う救急医療等地域医療体制の継続支援、休業等

となった医療機関の再開等支援 

 外国人が医療機関を適切に受診できる環境の整備 

 軽症者の療養体制の確保、自宅療養者の情報通信によるフォローアップ 

 帰国者・接触者相談センターなど都道府県等における相談窓口の設置 

 患者搬送コーディネーター配置、広域患者搬送体制、ドクターヘリ等による搬送体

制の整備 

 都道府県における感染症対策に係る専門家の派遣体制の整備 

 地方衛生研究所等におけるPCR検査機器等の整備           等 

 

○ 人工呼吸器の確保                     ２６５億円 

新型コロナウイルス感染症による重症患者の治療に用いる人工呼吸器について、メーカ

ー等に増産や輸入拡大を要請するとともに、国において必要な量を確保する。 

 

○ 重症者増加に備えた人材確保等                          ４．３億円 

今後の重症患者の増加に備え、体外式膜型人工肺（ECMO）などの医療機器を正しく扱え

る知識を持った医師、看護師、臨床工学技士等を養成する。また、こうした人材を全国か

ら募集し、必要とする医療機関へのマッチング、派遣を行う体制の整備を行う。 

 

○ 国立病院機構・地域医療機能推進機構における医療提供体制の整備 ６５億円 

感染症病床を有する病院等における対応能力を強化するため、簡易陰圧装置、陰圧キャ

第１ 感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発 

           ６，６９５億円 
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リングベッド等の設備整備を支援する。 

 

○ 感染拡大防止のための歯科医療提供体制の整備                 ０．５億円 

新型コロナウイルスの感染リスクが高い歯科治療が必要な患者の診療を行う病院歯科

等に対し、院内感染対策に必要な歯科用吸引装置（口腔外バキューム）の設備整備を支

援する。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症患者等への支援       １８８億円 

新型コロナウイルス感染症患者の入院医療費について、公費により負担する。また、電

話や情報通信機器による服薬指導等を行った患者に対して薬局が薬剤を配送等する費用

を支援する。 

 

○ 情報収集・分析体制の整備                       １７億円 

医療機関から患者の受入れ状況や医療機器の稼働状況等の情報を迅速に収集する情報

基盤の整備を行う。また、各自治体において把握される、感染者やその接触者等に関する

疫学情報を迅速かつ正確に収集・分析するための体制整備を行う。 

 

※ あわせて、診療報酬において、感染防止に留意した医療機関の対応等を特例的に評価 

 

 

（２）治療薬・ワクチンの研究開発 

○ ワクチン・治療薬の開発促進等                         ２７５億円 

新たな国内発ワクチンの開発を促進するとともに、既存の治療薬等の治療効果及び安

全性の検討、新型コロナウイルスに関連した消毒・換気等環境管理に関する研究を支援

する。また、新型コロナウイルス感染症の治療薬の候補である薬の購入を行う。 

さらに、アジア地域における臨床研究・治験ネットワークの構築に必要な支援を行う。 

 

○ 国際連携の強化                                          １６１億円 

感染症流行対策イノベーション連合（CEPI）及び Gaviワクチンアライアンスに対し、

ワクチン開発・製造・供給のための拠出を行う。 

 

 

（３）マスク、消毒用エタノール等の確保など感染拡大防止策 

○ マスク、消毒用エタノール等の物資の確保          １,８３８億円 

品薄で確保が困難となっているサージカルマスク、N95マスク、ガウン、フェイスシー

ルド、消毒用エタノール等を国で買い上げ、必要な医療機関等に優先配布を行うととも

に、必要に応じて備蓄を行う。 
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再利用可能な布製マスクや医療用以外の使い捨てマスクを買い上げ、高齢者福祉施設、

障害者福祉施設、児童福祉施設等に配布するとともに、妊婦に布製マスクを配布する。 

また、再利用可能な布製マスクを買い上げ、全世帯を対象として１住所当たり２枚ず

つ配布する。 

 

○ 福祉施設における感染症拡大防止策                  ２７２億円 

高齢者福祉施設、障害者福祉施設、児童福祉施設等での新型コロナウイルスの感染拡大

を防止するため、都道府県等が施設等へ配布する消毒用エタノール等の一括購入、施設等

の消毒、感染症予防の広報・啓発、多床室の個室化に要する改修等に必要な費用を補助す

る。 

※ 放課後児童クラブ、ファミリー･サポート･センター事業等における感染症拡大防止策につ

いては、内閣府に計上 

※ 高齢者福祉施設における都道府県が施設等へ配布する消毒用エタノール等の一括購入、簡

易陰圧装置・換気設備の設置支援、施設等の消毒、感染症予防の広報・啓発については、既

存予算を活用して実施する。 

 

○ 小学校等の臨時休業等に伴う保護者の休暇取得支援       １,６７３億円 

新型コロナウイルス感染症への対応として、小学校等が臨時休業した場合等に、その小

学校等に通う子どもの保護者である労働者の休職に伴う所得の減少に対応するため、正規

雇用・非正規雇用を問わず、有給の休暇（労働基準法上の年次有給休暇を除く。）を取得

させた企業に対する助成金を支給する。 

また、同様の理由で委託を受けて個人で仕事をする方が、契約した仕事をできなくなっ

た場合にも支援する。 

 

○ 特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援等     
１２３億円 

特別支援学校等の臨時休業に伴い、放課後等デイサービスの利用が追加的に生じた利用

者負担等について支援する。 

※ 小学校の臨時休業に伴う放課後児童クラブ、ファミリー･サポート･センター事業の体制強

化等については、内閣府に計上 

 

 

（４）水際対策の強化、検査体制の確保等 

○ 検疫所における検疫・検査体制の強化              ４２億円 

検疫による水際対策を適切に実施するため、検疫官の応援体制を確保するとともに、PCR

検査機器の配備等を行い、検疫及び検査体制の強化を行う。 
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○ 検査体制の確保                        ４９億円 

PCR検査等に係る地方衛生研究所における検査費及び保険適用された検査の自己負担分、

新型コロナウイルス感染症の発生動向調査等に要する経費を支援する。 

 

○ クラスター発生地域への専門家派遣              ４．３億円 

クラスター（集団）が発生した地域において感染拡大を防止するために、都道府県に専

門家を派遣し、技術的支援を行う。 

 

     

（５）情報発信機能の強化と福祉サービスの確保 

○ 外国人患者等への対応強化                        ７．３億円 

外国人の相談・診療が適切に行えるよう、帰国者・接触者外来設置医療機関等に対して

電話医療通訳サービスの提供等を行う。 

また、行政機関や保健所への相談、病院への受診の際に、聴覚障害者が遠隔手話サービ

ス（タブレットやスマートフォンを通じて、遠隔で手話通訳を行うことができるサービス）

を利用できる体制の整備等を支援する。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口等の設置、広報の充実  ３５億円 

新型コロナウイルス感染症に関する国民の不安や疑問に対応するためのコールセンタ

ーを設置する。また、広報については対策の周知だけでなく、より具体的な施策の活用方

法を国民等に分かりやすく提供したり、海外に向けて積極的に情報発信を行うなどして、

広報の充実を図る。また、心のケアを実施するために精神保健福祉センターや保健所への

支援を行う。 

 

○ 福祉サービス提供体制の確保             １５７億円 

社会福祉施設等で働く介護職員、保育士等の職員が新型コロナウイルスの感染等により

出勤が困難となった場合、職員が不足する社会福祉施設等に他の社会福祉施設等から応援

職員を派遣し、サービス提供を維持する。 

また、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から休業要請を受けた通所介護サービス

事業者、通所障害福祉サービス事業者等に対して、代替サービスの提供や他事業所との連

携に要する経費を支援するとともに、在宅生活を強いられている障害者等に対する緊急的

な相談受付等を行う。 
 

 

※ 「第１ 感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発」では、感染症対策（感染症病床

の整備の支援等）、感染症に係る医療費の国庫負担等、検疫所における水際対策の強化などについ

て、既存予算を活用して実施する。 
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（１）雇用の維持、就職支援等 

○ 雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大           ８,３３０億円 

新型コロナウイルス感染症により影響を受ける事業主を支援するため、４月１日から６

月30日まで全国において助成率を引き上げる（中小企業2/3→4/5、大企業1/2→2/3。解雇

等を行わない場合は、中小企業9/10、大企業3/4）とともに、非正規雇用の方も含めた支

援を実施する。 

 

○ 内定取消者への就職支援、求職者支援訓練の拡充等      １５６億円 

新卒応援ハローワークにおいて、内定取消しにあった学生等への相談、就職あっせん及

び事業所への個別求人開拓等の支援を強化する。 

また、非正規雇用で働いていた方をはじめとする求職者の就職を支援するため、求職者

支援訓練等を拡充する。 

ハローワークにおいて、就職支援ナビゲーター等を拡充・配置し、就職支援を強化する

とともに、住居・生活支援に関する窓口を設置し、生活困窮状態に陥る可能性がある方に

対する相談等を行う。 

 

○ 外国人労働者に係る相談支援体制等の強化               ３．７億円 

外国人を雇用する事業主に対する雇用維持のための相談支援や、外国人求職者に対する

相談支援への対応のため、ハローワークにおける専門相談員等の配置等を通じ体制を強化

するほか、外国人労働者に対し雇用等に係る情報を迅速かつ正確に提供するため、多言語

での情報発信体制を整備する。 

 

○ 特別休暇制度の導入支援                       ３．２億円 

新型コロナウイルス感染症への対応として、特別休暇の取得促進に向けた環境整備に取

り組む中小企業等に対し助成金により支援する。 

 

○ 感染防止対策等による高年齢労働者の職場環境整備        ５．０億円 

新型コロナウイルスの感染拡大及び労働災害の防止の観点から、社会福祉施設、飲食

店等の、利用者等と密に接する業務を簡素化するための設備の機械化、IT化等に係る経

費を補助し、高年齢労働者の職場環境を整備する。 

 

 

（２）生活の支援 

○ 国民健康保険料、介護保険料等の減免を行った市町村等に対する財政支援  
３６５億円 

第２ 雇用の維持と事業の継続         ９,６２７億円 



- 8 - 

新型コロナウイルス感染症の影響により一定程度収入が下がった方々等に対して、国民

健康保険、介護保険等の保険料の減免を行った市町村等に財政支援を行う。 

 

○ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付の実施     ３５９億円 

新型コロナウイルス感染症の影響による休業等から収入が減少し、一時的な資金が必

要な方に対し、緊急の貸付等を実施する。 

 

○ 住居を失うおそれのある生活困窮者等への支援の拡充         ２７億円 

離職や廃業により住居を失った又は失うおそれがある場合に支給される住居確保給付

金について、支給対象の見直しを行い、支援を拡充する。 

 

○ 未払賃金立替払の迅速・確実な実施                             ２７億円 

企業が倒産したために賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、未払賃金の一

部を事業主に代わって支払う「未払賃金立替払制度」について、立替払いが受けられるよ

う必要な原資の増額等を行う。 

 

○ 生活支援、包括的支援等に関する相談体制の強化          １８億円 

雇用調整助成金の特例措置の拡大、小学校等休業に伴う保護者の休暇取得支援の支援策

や解雇・雇止め、休業等の労働問題について、相談体制の強化を図る。また、様々な悩み

の電話相談等を受ける「よりそいホットライン」を強化する。 

さらに、自殺リスクの高まりに発展しかねない状況を踏まえ、生きることの包括的支援

のため、SNS相談等の体制の充実等を図る。 

 

 

（３）事業の継続支援 

○ 生活衛生関係営業者への資金繰り支援の拡充等                  ２９４億円 

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上の減少など業況悪化を来している生活衛

生関係営業者の資金繰りを強力に支援するため、既往債務の借換を含め、日本政策金融公

庫の「新型コロナウイルス感染症特別貸付」等による無利子・無担保の貸付を行う。 

また、生活衛生関係営業者の専門相談窓口の開設や地域相談会の開催等により、伴走型

の支援体制を構築するとともに、生活衛生関係営業者が、講ずべき衛生措置をガイドライ

ン等として取りまとめ、事業者へ周知する。 

 

○ 医療・福祉事業者への資金繰り支援の拡充             ４１億円 

新型コロナウイルス感染症の影響により休業した又は事業を縮小した医療・福祉事業者

の資金繰りを強力に支援するため、独立行政法人福祉医療機構による無利子・無担保等の

危機対応融資の拡充を行う。 
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○ 医薬品安定確保のための原薬等設備整備の支援                  ３０億円 

海外依存度の高い原薬等を国内製造しようとする製薬企業等に対し、製造所の生産設備

に係る費用を補助する。 

 

○ 中小企業等におけるテレワーク導入支援                    １０億円 

テレワークを新規で導入する中小企業等に対し、テレワーク用通信機器の導入・運用等

に係る経費について助成金により支援する。 

 

○ 介護支援専門員研修等オンライン化等事業                ４．６億円 

介護支援専門員及び特別養護老人ホーム等のユニットケア施設の職員（ユニットリーダ

ー、施設管理者）が在宅等においても研修の受講の促進が図れるような通信教材を喫緊に

作成する。 

 

○ 通いの場の活動自粛下における介護予防のための広報・ICT化支援  ４．０億円 

新型コロナウイルス感染症の拡大等によって、通いの場に通える機会が減った高齢者に

対して、居宅においても健康を維持できるよう、高齢者が健康を維持するための必要な情

報（運動、社会交流等）について、広報を行うとともに、散歩支援機能等の運動管理ツー

ル、高齢者用スマホ等を用いたコミュニケーション、ポイント等の機能を有するアプリ等

によって通いの場機能を補強する。 

 

○ 障害福祉分野におけるICT・ロボット等導入支援         ５．１億円 

障害福祉分野において、感染拡大の防止・生産性の向上・介護等業務の負担軽減に向け

た取組を促進し、安全・安心な障害福祉サービスを提供できるよう、障害福祉サービス事

業所等におけるICT・ロボット等の導入を支援する。 
  

※ 介護分野においては、既存予算を活用して更なるICT・ロボット等の導入支援を実施し、感

染拡大の防止と生産性向上による介護職員の業務負担の軽減を図る。 

       
 

 

  

第３ 強靱な経済構造の構築             ５４億円 
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項　　　　　目 担当部局課室名

第１　感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発

（１）病床の確保、医療機器導入の支援など医療提供体制の整備

　○　新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（仮称）の創設 

医政局地域医療計画課（内４１３０、２５９７）
医政局医療経営支援課（内２６７１）
医政局総務課医療国際展開推進室（内４１０８）
健康局結核感染症課（内２３８２）
健康局総務課指導調査室（内２３２２）

　○　人工呼吸器の確保
医政局医療経理室（内４１８６）
健康局結核感染症課（内２３８２）

　○　重症者増加に備えた人材確保等 医政局地域医療計画課（内２５５６、４１３０）

　○　国立病院機構・地域医療機能推進機構における医療提供体制の整備 医政局医療経営支援課（内２６３３、２６３８）

　○　感染拡大防止のための歯科医療提供体制の整備 医政局歯科保健課（内２５８３）

　○　新型コロナウイルス感染症患者等への支援
健康局結核感染症課（内２３８２）
医薬・生活衛生局総務課（内４２１３）

　○　情報収集・分析体制の整備 健康局結核感染症課（内２０３６）

（２）治療薬・ワクチンの研究開発

　○　ワクチン・治療法の開発促進等
大臣官房厚生科学課（内３８０９）
健康局結核感染症課（内２０９７）

　○　国際連携の強化 大臣官房国際課（内７２８５）

（３）マスク、消毒用エタノール等の確保など感染拡大防止策

　○　マスク、消毒用エタノール等の物資の確保
医政局経済課（内４１１８）
老健局高齢者支援課（内３９２２、３９２９）

　○　福祉施設における感染症拡大防止策

子ども家庭局保育課（内４８３７）
子ども家庭局子育て支援課（内４９６４）
子ども家庭局家庭福祉課（内４８７７、４８８７）
子ども家庭局母子保健課（内４９７５）
社会・援護局保護課（内２８２４）
障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５、３０９１）
老健局高齢者支援課（内３９２７、３９２８）

　○　小学校等の臨時休業等に伴う保護者の休暇取得支援 雇用環境・均等局職業生活両立課（内７８５７）

　○　特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスへの支援等 障害保健福祉部障害福祉課障害児・発達障害者支援室（内３０３７）

（４）水際対策の強化、検査体制の確保等

　○　検疫所における検疫・検査体制の強化 医薬・生活衛生局検疫所業務管理室（内２４６７）

　○　検査体制の確保 健康局結核感染症課（内２０３６）

　○　クラスター発生地域への専門家派遣 健康局結核感染症課（内２３８２）

（５）情報発信機能の強化と福祉サービスの確保

　○　外国人患者等への対応強化
医政局総務課医療国際展開推進室（内４１０８）
障害保健福祉部企画課自立支援振興室（内３０７６）

　○　新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口等の設置、広報の充実
健康局総務課（内２３１２）
健康局結核感染症課（内２３８２）
障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０６９）

　○　福祉サービス提供体制の確保

社会・援護局福祉基盤課（内２８６４）
障害保健福祉部企画課自立支援振興室（内３０７５）
障害保健福祉部障害福祉課（内３０９１、３１４９、３０４４）
老健局振興課（内３９８７）

第２　雇用の維持と事業の継続

（１）雇用の維持、就職支援等

　○　雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大 職業安定局雇用開発企画課（内５８７３）

　○　内定取消者への就職支援、求職者支援訓練の拡充等

人材開発統括官付若年者・キャリア形成支援担当参事官室（内５３３７）
職業安定局総務課訓練受講者支援室（内５３３６、５２７３）
人材開発統括官付参事官（人材開発政策担当）付訓練企画室（内５６００）
職業安定局総務課首席職業指導官室（内５６９７）
職業安定局雇用開発企画課就労支援室（内５７９６）

　○　外国人労働者に係る相談支援体制等の強化 職業安定局外国人雇用対策課（内５６８７）

　○　特別休暇制度の導入支援 労働基準局労働条件政策課（内５５２４）

　○　感染防止対策等による高年齢労働者の職場環境整備 労働基準局安全衛生部安全課（内５４８７）

（２）生活の支援

　○　国民健康保険料、介護保険料等の減免を行った市町村等に対する財政支援
老健局介護保険計画課（内２９３７、２２６４）
保険局国民健康保険課（内３２５６）
保険局高齢者医療課（内３１９０）

　○　個人向け緊急小口資金等の特例貸付の実施 社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室（内２８７９）

　○　住居を失うおそれのある生活困窮者等への支援の拡充 社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室（内２８７９）

　○　未払賃金立替払の迅速・確実な実施 労働基準局監督課（内５５４３）

　○　生活支援、包括的支援等に関する相談体制の強化

大臣官房地方課（内７２４７）
職業安定局雇用開発企画課（内５８７３）
雇用環境・均等局総務課労働紛争処理業務室（内７７３６）
雇用環境・均等局職業生活両立課（内７８５７）
社会・援護局地域福祉課（内２２３３）
社会・援護局総務課自殺対策推進室（内２８３８）

（３）事業の継続支援

　○　生活衛生関係営業者への資金繰り支援の拡充等 医薬・生活衛生局生活衛生課（内２４３７）

　○　医療・福祉事業者への資金繰り支援の拡充 社会・援護局福祉基盤課（内２８６２）

第３　強靱な経済構造の構築

　○　医薬品安定確保のための原薬等設備整備の支援 医政局経済課（内４１１８）

　○　中小企業等におけるテレワーク導入支援
雇用環境・均等局在宅労働課（内７８７０）
障害保健福祉部障害福祉課（内３０４４）

　○　介護支援専門員研修等オンライン化等事業
老健局振興課（内３９３６）
老健局高齢者支援課（内３９７２、３９２５）

　○　通いの場の活動自粛下における介護予防のための広報・ICT化支援 老健局老人保健課（内３９４７）

　○　障害福祉分野におけるICT・ロボット等導入支援
障害保健福祉部障害福祉課（内３０９１、３０９２）
老健局振興課（内３９３７）
老健局高齢者支援課（内３９８５）


